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労働者協同組合法の施行に当たり留意すべき事項について 

 

 

労働者協同組合法（令和２年法律第 78号。以下「法」という。）については、令

和２年 12 月 11 日付けで公布され、令和４年 10 月１日付けで施行されることとな

る。 

これに伴い、労働者協同組合法施行令（令和４年政令第 209号）、労働者協同組合

法施行規則（令和４年厚生労働省令第 89号）並びに労働者協同組合及び労働者協同

組合連合会の適正な運営に資するための指針（令和４年厚生労働省告示第 188 号）

についても、令和４年５月 27日付けで公布され、法と同日付けで施行されることと

なる。 

法の施行事務については都道府県の主管部局が行うこととなるため、令和４年５

月 27日付け雇均発 0527第１号「労働者協同組合法の施行について」（別紙１参照）

を都道府県知事あてに通知したところであるが、貴職におかれては、下記に留意の

上、対応されるよう遺憾なきを期されたい。 

 

記 

 

１ 法の概要等 

 ⑴ 法の趣旨について（別紙２及び３参照） 

   労働者協同組合（以下「組合」という。）については、各人が生活との調和

を保ちつつその意欲及び能力に応じて就労する機会が必ずしも十分に確保され



 

ていない現状等を踏まえ、組合員が出資し、それぞれの意見を反映して組合の

事業が行われ、及び組合員自らが事業に従事することを基本原理としている。 

 ⑵ 組合員について 

① 法第 20条において、組合員を労働者として保護する観点から、組合は、

組合員（組合の業務を執行し、又は理事の職務のみを行う組合員及び監事で

ある組合員を除く。）との間で労働契約を締結しなければならないこととさ

れている。 

このため、組合員については、労働基準法（昭和 22年法律第 49号）等の 

労働関係法令が基本的に適用されることとなる。 

  ② また、組合は、組合に加入しようとする者を募集する際に、職業安定法

（昭和 22年法律第 141号）第５条の３第１項の規定により、労働条件を明

示しなければならないこととされている。 

 

２ 都道府県労働局における対応等（別紙４参照） 

 ⑴ 労働関係法令に関する労働相談の対応について 

組合員から総合労働相談コーナー等（以下「コーナー等」という。）に対し、

労働関係法令に関する労働相談が寄せられた場合には、相談内容に応じ、都道

府県労働局雇用環境・均等部（室）や労働基準監督署等の関係機関に取り次ぐな

ど、相談者の意向を十分に踏まえ、適切に対応すること。 

 ⑵ 上記⑴以外の事案に対する対応について 

   組合員から組合の設立に関することなどの労働関係法令以外の相談がコーナ

ー等に寄せられた場合には、都道府県主管部局（別紙５参照）や「労働者協同組

合法に係る相談支援及び周知広報等事業」（別紙６参照）を相談先として教示す

ること。 



 別紙１ 

雇均発 0527 第１号 

令和４年５月 27 日 

 

 

各都道府県知事 殿 

 

厚生労働省雇用環境・均等局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

労働者協同組合法の施行について 

 

 

労働者協同組合法（令和２年法律第78号。以下「法」という。）については、令

和２年 12 月 11 日付け公布され、その概要について、令和２年 12 月 11 日付け雇均

発1211第１号「労働者協同組合法の公布について」において通知したところです。 

今般、法が令和４年10月１日から施行されることに伴い、労働者協同組合法施行

令（令和４年政令第209号。以下「施行令」という。）、労働者協同組合法施行規則

（令和４年厚生労働省令第89号。以下「施行規則」という。）並びに労働者協同組

合及び労働者協同組合連合会の適正な運営に資するための指針（令和４年厚生労働

省告示第188号。以下「指針」という。）が令和４年５月27日付け公布され、法と

同日付けで施行されることとなります。 

ついては、施行令、施行規則及び指針について、その趣旨や主な内容等を下記のと

おり通知するので、十分御了知の上、管内市町村（特別区を含む。以下同じ。）をは

じめ、関係者、関係団体等に対してその周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏の

ないようお願いします。 

また、法の施行に当たって、法第１条で示す目的である、多様な就労の機会を創出

することを促進するとともに、労働者協同組合（以下「組合」という。）を通じて地

域における多様な需要に応じた事業が行われることを促進し、もって持続可能で活

力ある地域社会の実現に資するよう、貴都道府県において、商工労働関係部局等の

主担当部局のみならず、他の関係部局との連携体制を構築することが重要であるこ

とから、幅広い関係部局間の連携にも特段の配慮をお願いいたします。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規

定に基づく技術的助言であることを申し添えます。 

 



 

記 

 

１ 施行令について 

 ⑴ 趣旨 

   法の施行に伴い、法において政令に委任されている事項を定めるもの。 

 ⑵ 本則関係 

① 労働者協同組合が行うことができない事業（第１条関係） 

法第７条第２項に規定する政令で定める事業は、労働者派遣事業の適正な

運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和60年法律第88号）

第２条第３号に掲げる労働者派遣事業とすること。 

② 組合員以外の者からの監事の選任を要する労働者協同組合の範囲（第２条

関係） 

法第32条第５項の政令で定める基準は、事業年度の開始の時における組

合員の総数が1,000人であること等とすること。 

③ 書面に記載すべき事項等の電磁的方法による提供の承諾等（第７条関係） 

法第53条第４項及び第７項（これらの規定を法第118条第２項において

準用する場合を含む。）に規定する事項を電磁的方法（法第11条第３項に規

定する電磁的方法をいう。以下同じ。）により提供しようとする者は、厚生

労働省令で定めるところにより、あらかじめ、当該事項の提供の相手方に対

し、その用いる電磁的方法の種類及び内容を示し、書面又は電磁的方法によ

る承諾を得なければならないこと等とすること。 

④ 会社法の規定を準用する場合における同法の規定に係る技術的読替え（第

３条から第６条まで及び第８条から第10条まで関係） 

法の規定により会社法（平成17年法律第86号）の規定を準用する場合に

おける同法の規定に係る技術的読替えについて、所要の規定の整備を行うこ

と。 

 ⑶ 附則関係 

① 施行期日（附則第１条関係） 

この施行令は、法の施行の日（令和４年10月１日）から施行すること。 

② 出資の割当てを受けることができない者（附則第２条関係） 

法附則第８条第１項に規定する政令で定める者は、中小企業等協同組合法

（昭和24年法律第181号）第18条第１項の規定により組織変更（法附則第

４条に規定する組織変更をいう。以下同じ。）前の企業組合（中小企業等協

同組合法第３条第４号に掲げる企業組合をいう。③及び２⑶②において同

じ。）から脱退することとなる組合員とすること。 



 

③ 企業組合の組織変更の登記（附則第３条関係） 

企業組合が組織変更をしたときは、法附則第５条第４項第７号に規定する

効力発生日から２週間以内に、その主たる事務所の所在地において、組織変

更前の企業組合については解散の登記をし、組織変更後の労働者協同組合に

ついては設立の登記をしなければならないこと等とすること。 

④ 特定非営利活動法人の組織変更の登記（附則第４条関係） 

③の規定は、特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第２条第２

項に規定する特定非営利活動法人が組織変更をした場合について準用するこ

ととすること。 

⑤ 組合等登記令の一部改正（附則第５条関係） 

  組合等登記令（昭和39年政令第29号）の一部を改正し、労働者協同組合

及び労働者協同組合連合会（以下「連合会」という。）を適用対象とするた

め、これらを別表に追加すること。 

２ 施行規則について 

⑴ 趣旨 

   法の施行に伴い、組合及び連合会の設立、管理、解散、清算並びに合併等につ

いて定めるもの。 

 ⑵ 本則関係 

  ①組合員名簿における電磁的記録等（第１章関係） 

   ア 電磁的記録及び電磁的方法について規定すること。 

   イ 組合員名簿が電磁的記録をもって作成されている場合などに電磁的記録

に記録された事項を表示する方法は、紙面又は映像面に表示する方法とす

ること。 

  ②設立（第２章関係） 

   ア 創立総会の議事録について規定すること。 

   イ 法第27条の規定により組合の成立を届け出ようとする者は、様式によ

る届書に、登記事項証明書、定款、役員の氏名及び住所を記載した書面を

添えて提出しなければならないこととすること。 

  ③管理（第３章関係） 

電磁的記録の備置きに関する特則、役員、決算関係書類、事業報告書、決

算関係書類及び事業報告書の監査、決算関係書類及び事業報告書の組合員又

は連合会の会員への提供、会計帳簿並びに総会の招集手続等について規定す

ること。 

④解散及び清算並びに合併（第４章関係） 

  組合の解散の届出、事業を廃止していない旨の届出、合併の開示事項、組



 

合又は連合会の合併の届出及び清算について規定すること。 

⑤労働者協同組合連合会（第５章関係） 

  連合会の成立の届出及び連合会の解散の届出について規定すること。 

⑥雑則（第６章関係） 

  決算関係書類等の提出、標準処理期間及び条例等に係る適用除外について

規定すること。 

 ⑶ 附則関係 

  ①施行期日（附則第１条関係） 

    法の施行の日（令和４年10月１日）とすること。 

②企業組合の組織変更（附則第２条・第３条関係） 

    企業組合の組織変更に際しての計算に必要な事項及び組織変更後組合の組

合員資本について規定すること。 

③特定非営利活動法人の組織変更（附則第５条から第９条まで関係） 

    組織変更時財産額の算定、社員総会承認時の組織変更時財産額の算定、組

織変更時財産額の確定、特定非営利活動に係る事業の確認の手続及び定期の

報告について規定すること。 

３ 指針について 

 ⑴ 趣旨 

   法第 130 条の規定に基づき、組合及び連合会の適正な運営に資するため、必

要な基本的事項を定めるもの。 

 ⑵ 組合の性質 

   地域社会の課題の解決のためには、特定非営利活動促進法に規定する特定非

営利活動法人、中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第185号）第

３条第１項第６号に掲げる企業組合等の組合以外の法人形態で活動することも

考えられ、組合は、これらの既存の法人制度と共存するものであり、地域社会の

課題の解決のために活動を行おうとする者の選択肢を広げ、こうした活動を一

層促進する意義があるものであること。 

 ⑶ 組合に関する事項 

  ① 基本原理 

    組合は、組合員が出資すること、各組合員の意見が反映され事業が行われ

ること及び組合員が自ら組合の行う事業に従事することという基本原理に従

い、事業を行わなければならないこと。 

② 事業に関する事項 

   ア 組合が行うことができない事業等 

     組合は、法第７条第２項及び施行令第１条の規定に基づき、労働者派遣



 

事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第２条第３

号に掲げる労働者派遣事業（以下「労働者派遣事業」という。）を行うこと

ができないこととされている趣旨は、組合員が出資し、組合員それぞれの意

見を反映して組合の事業が行われ、組合員自らが組合の行う事業に従事す

るという法第３条第１項の組合の基本原理と相反するためであること。 

また、労働者派遣事業を行う者を子会社にすることは、法第３条第１項及

び第７条第２項の規定の趣旨に反する脱法的な運用であり、厳に避けるべ

きものであること。 

なお、組合が行おうとする事業が行政庁の認可等を必要とするものであ

る場合には、当該事業を行うに当たっては当該認可等を受けることが必要

であることに留意すること。 

  ③ 組合員による組合の行う事業への従事 

   ア 総組合員の５分の１以下の数の組合員が組合の行う事業に従事しないこ

とが許容されている趣旨は、育児や介護等の家庭等の事情により一時的に

組合の行う事業に従事できない組合員が引き続き組合員の資格を継続する

ことを認めることにあること。 

   イ 組合の行う事業に従事する者の４分の１以下が組合員以外であることが

許容されている趣旨は、業務の繁忙期における人手不足に対応するため一

時的に組合員以外の者が組合の行う事業に従事すること、出資金を分割し

て払い込む者が当該払込みの完了までの間、組合の行う事業に従事するこ

と等を認めることにより、組合の事業活動に柔軟性を持たせることにある

こと。 

  ④ 公正な競争 

組合は、組合員に対し、不当に低い賃金を支払うこと等により事業を実施す

ることで、公正な競争を阻害することがないこと。 

 ⑷ 組合員に関する事項 

  ① 組合員の性質 

法第１条に規定する「組合員自らが事業に従事する」の趣旨は、組合員が事 

業者であることを意味するものではなく、組合が事業者であり、個々の組合

員は組合と労働契約を締結して組合の事業に従事する者であることに留意す

ること。 

  ② 組合への加入 

    組合への加入の自由は重要な協同組合の原則の一つであり、法第12条第１

項において、組合員たる資格を有する者が組合に加入しようとするときは、

組合は、正当な理由がないのに、その加入を拒んではならないこととされて



 

いること。組合は、当該正当な理由の判断に当たっては、加入の自由が不当に

害されることのないように留意すること。 

  ③ 組合員の除名 

    組合は、組合員の除名が組合員たる資格を喪失させる重大な効果を有する

ものであることに十分留意し、組合員の除名を行うに当たっては、除名の対

象となる組合員が法第15条第２項各号に掲げる組合員に該当するかを十分に

確認すること。 

 ④ 労働契約の締結等 

   ア 労働契約の締結に係る趣旨 

     組合は、その事業に従事する組合員（組合の業務を執行し、又は理事の職 

務のみを行う組合員及び監事である組合員を除く。以下この④において同

じ。）を労働者として保護する観点から、法第 20 条第１項の規定により、

組合員との間で、労働契約を締結しなければならないこと。 

   イ 組合員の募集 

     組合は、組合に加入しようとする者を募集する際に、職業安定法（昭和22

年法律第 141 号）第５条の３第１項の規定により、労働条件を明示しなけ

ればならないこと。その際、組合は、組合員との間で労働契約を締結しなけ

ればならないことについても明示すべきであること。 

   ウ 理事の職務のみを行う組合員 

     理事の職務のみを行うこととして組合との間で労働契約を締結していな

い理事を理事の職務以外の事業に従事させることは、法第20条に違反する

ものであること。 

  ⑤ 組合員の意見を反映させる方策 

組合の基本原理の一つである「その事業を行うに当たり組合員の意見が適

切に反映されること」（法第３条第１項第２号）を担保するために、法第29条

第１項第12号において、組合員の意見を反映させる方策に関する規定を組合

の定款の必要的記載事項としていること。 

また、法第66条第１項の規定による各事業年度における組合員の意見を反

映させる方策の実施の状況及びその結果についての通常総会への報告は、各

組合員が出した意見の事業実施への反映状況が全ての組合員に確実に共有さ

れるようにするためのものであること。 

⑸ 設立等に関する事項 

   組合については、法定の要件を満たし、主たる事務所の所在地において設立

の登記をすることによって成立する（準則主義）が、組合の設立後に法令で定め

る方法で届け出る必要があること。具体的には、組合は、法第27条の規定によ



 

り、設立の登記をして成立した日から２週間以内に、登記事項証明書及び定款

を添えて、その旨並びに役員の氏名及び住所をその主たる事務所の所在地を管

轄する都道府県知事に届け出る必要があること。 

 ⑹ 管理に関する事項 

  ① 役員の定数 

    各組合における役員の定数については、定款の必要的記載事項であり、組

合自治の下、各組合において判断するものであること。ただし、組合の事業に

全く従事しない専任理事が組合員の半数を占める等、極端に多くの組合員を

役員にすることは、当該役員が⑷の④のウと同様に法第20条に違反し、労働

契約を締結することなく組合の事業に従事するおそれがあるため、総組合員

数が少ない組合や組織運営の実情等やむを得ない理由のある組合を除き、役

員の定数は総組合員数の１割を超えることがないようにすることが望ましい

こと。 

  ② 剰余金の配当 

   ア 賃金と剰余金の関係 

賃金は、労働契約に基づく労働の対価であるのに対し、剰余金は、法第77

条の規定により、組合が賃金等の経費を支払い、損失を補填し、法第76条

第１項の準備金、同条第４項の就労創出等積立金及び同条第５項の教育繰

越金を控除した後に、組合員が組合の事業に従事した程度に応じて組合員

に分配できるものであることから、賃金の支払いと剰余金の配当は全く異

なるものであることに留意すること。 

また、賃金を不当に低く抑えることで剰余金を多くすることがないよう、

⑷の⑤の組合員の意見を反映させる方策等を通じて、各組合において、組合

員が安心して生活できる水準の賃金を定めることが望ましいこと。 

   イ 剰余金の配当に関する考え方 

     剰余金の処分については、法第29条第１項第８号の規定により定款に記

載する事項として組合に委ねられているが、剰余金の配当を行うこととな

った場合には、その配当は、法第77条第２項の規定により組合員が組合の

事業に従事した程度に応じてしなければならないこと。ただし、その具体的

な方法については、各組合において組合員の意見を反映して決定されるべ

きものであるとの考えから、定款に記載する事項として組合に委ねられて

いること。 

なお、剰余金の配当が公平に行われるようにするため、組合の事業に従事

した程度の具体的な評価に当たっては、組合の事業に従事した日数、時間数

等が主な考慮要素となるほか、業務の質や責任の軽重等も考慮されるもの



 

であること。 

  ③ 組合員監査会 

    組合員監査会は、組合の基本原理を踏まえ、全ての組合員が組合の活動に

従事したいというニーズがある小規模の組合（組合員の総数が20人を超えな

い組合）において、理事や組合の使用人を兼職することができない監事に代

え、理事の活動を理事以外の全ての組合員が監査することで、組合の適切な

運営を確保するものであること。 

なお、組合員監査会による監査がなれ合いによるものとなることを防止す

る観点から、法第 51 条第 10 項の規定により、組合は、監査の結果である監

査報告を一定期間事務所に備え置き、組合の債権者による閲覧等を可能とす

る必要があること。 

４ その他留意事項について 

 ⑴ 法第20条関係 

   組合の行う事業に従事する組合員（組合の業務を執行し、又は理事の職務の

みを行う組合員や監事である組合員を除く。）については、法第 20 条第１項の

規定に基づき当該組合と労働契約を締結することとされているため、一般的に

労働関係法令が適用されることとなる。したがって、各組合においては、例え

ば、以下の点について留意すること。 

ア 組合員の賃金、事業に従事する時間等については、労働関係法令を遵守し

たものであること。 

イ 組合員と期間の定めのある労働契約を締結する場合については、短時間労

働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第

89号）等の労働関係法令が適用されること。 

ウ 組合員に対し、社会保険等の加入など、労働契約の締結を踏まえた必要な 

措置を講ずること。 

 ⑵ 法第31条関係 

   法第31条第２項の規定に基づき、組合員及び組合の債権者は、組合に対して

定款等の閲覧等を請求することができ、組合は正当な理由がないのにこれを拒

んではならないとされている。 

したがって、これら以外の者から定款等の閲覧等の請求がなされた場合には、

組合は必ずしもこれに応じる必要はないが、組合への加入を希望する者に対し、

組合は、労働条件、組合の運営実態等の必要な情報を提供するなどの配慮を行

うことが望ましいこと。 

⑶ 法第51条関係 

   組合については組合員が自ら組合の事業に従事することを基本原理とするた



 

め、組合が出資して子会社を保有することは通常想定されないが、組合が子会

社を保有する場合には、法第51条第２項等の規定に基づき作成する事業報告書

に、施行規則第48条等の規定に基づき子会社の状況等を記載の上、法第124条

第１項の規定に基づき行政庁に提出することとなること。 

 ⑷ 法第77条関係 

   剰余金については、法第 29 条第１項第８号及び法第 77 条第２項の規定に基

づき定款にその処分及び配当に関する事項を記載の上、法第31条の規定に基づ

き組合員の閲覧等に供すること。 

また、剰余金の配当を行うこととなった場合には、その方法は各組合におい

て組合員の意見を反映して決定されるべきものではあるが、その際、公平性が

確保され、組合員の納得感が得られるよう配慮すること。 

 ⑸ 法第126条関係 

   法第 126 条第 1 項の規定に基づき、行政庁は、組合若しくは連合会の業務若

しくは会計が法令、法令に基づいてする行政庁の処分、定款若しくは規約に違

反する疑いがあり、又は組合若しくは連合会の運営が著しく不当である疑いが

あると認めるときは、当該組合又は連合会の業務又は会計の状況を検査するこ

とができるとされている。検査時の職員の身分を示す証明書（以下「身分証明

書」という。）の様式については、「厚生労働省の所管する法律又は政令の規定に

基づく立入検査等の際に携帯する職員の身分を示す証明書の様式の特例に関す

る省令等の施行について」（令和３年10月22日付け厚生労働省大臣官房総務課

長、政策統括官（総合政策担当）通知）２（２）では、法令において様式の定め

のないものについて、各地方公共団体の条例又は内規等において特段の制約を

定めていない限り、厚生労働省の所管する法律又は政令の規定に基づく立入検

査等の際に携帯する職員の身分を示す証明書の様式の特例に関する省令（令和

３年厚生労働省令第 175 号）に定める統合様式を用いることが可能とされてい

る。法、施行令及び施行規則においては身分証明書の様式について特段の定め

はなく、法第 126 条第 1 項の規定に基づき、組合の検査を行う際には、統合様

式を用いて身分証明書を作成することが可能となること。また、連合会の検査

を行う際には、統合様式に準じて身分証明書を作成することとすること。 



労働者協同組合法について（概要） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 法制化の必要性 
 ○ 持続可能で活力ある地域社会を実現するため、 
   出資・意見反映・労働が一体となった組織であって、地域に貢献し、地域課題を解決する

ための非営利の法人を、簡便に設立できる制度が求められている。 
 ○ 現行法上、このような性質を備えた法人形態は存在しないため、新たな法人形態を法制化

する必要がある。 
 企業組合 ＮＰＯ法人 労働者協同組合 

出資 ○ × ○ 
設立 認可主義 認証主義 準則主義 

 
 

２ 労働者協同組合法のポイント 
 ○ 組合の基本原理に基づき、組合員は、加入に際し出資をし、組合の事業に従事する者とする。 
 〇 出資配当は認めない（非営利性）。剰余金の配当は、従事分量による。 
 ○ 組合は、組合員と労働契約を締結する（組合による労働法規の遵守）。 
 ○ その他、定款、役員等（理事、監事・組合員監査会）、総会、行政庁による監督、企業組合

又はＮＰＯ法人からの組織変更、検討条項（施行後５年）等に関する規定を置く。 

労 働 者 協 同 組 合 
組合員が出資し、それぞれの意見を反映して組合の事業が行われ、

組合員自らが事業に従事することを《基本原理》とする組織 

生活との調和を保ちつつ、意欲・能力に応じて就労する 
機会が必ずしも十分に確保されていない現状等 

法整備 

組合を通じて 

多様な就労の機会の創出 

そして 

 

持続可能で活力ある地域社会の実現  

地域における多様な需要に 

応じた事業の実施 

【事業の具体例】 
 介護・福祉関連 

（訪問介護等） 

 子育て関連   
（学童保育等） 

 地域づくり関連 

（農産物加工品直売
所等の拠点整備、総
合建物管理等） 

 若者・困窮者支援
（自立支援等） 
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労働者協同組合法について（詳細） 

第一 目的 

  この法律は、各人が生活との調和を保ちつつその意欲及び能力に応じて就労する機会が必

ずしも十分に確保されていない現状等を踏まえ、組合員が出資し、それぞれの意見を反映し

て組合の事業が行われ、及び組合員自らが事業に従事することを基本原理とする組織に関し、

設立、管理その他必要な事項を定めること等により、多様な就労の機会を創出することを促

進するとともに、当該組織を通じて地域における多様な需要に応じた事業が行われることを

促進し、もって持続可能で活力ある地域社会の実現に資することを目的とすること。 

（第１条関係） 

 

第二 労働者協同組合 

 一 通則 

  １ 組合の基本原理その他の基準及び運営の原則 

   ⑴ 労働者協同組合（以下「組合」という。）は、次に掲げる基本原理に従い事業が行

われることを通じて、持続可能で活力ある地域社会の実現に資することを目的とする

ものでなければならないこと。              （第３条第１項関係） 

    ① 組合員が出資すること。 

    ② その事業を行うに当たり組合員の意見が適切に反映されること。 

    ③ 組合員が組合の行う事業に従事すること。 

   ⑵ 組合は、⑴のほか、次に掲げる要件を備えなければならないこと。 

                                （第３条第２項関係） 

    ① 組合員が任意に加入し、又は脱退することができること。 

    ② 三の３⑴に基づき、組合員との間で労働契約を締結すること。 

    ③ 組合員の議決権及び選挙権は、出資口数にかかわらず、平等であること。 

    ④ 組合との間で労働契約を締結する組合員が総組合員の議決権の過半数を保有す

ること。 

    ⑤ 剰余金の配当は、組合員が組合の事業に従事した程度に応じて行うこと。 

   ⑶ 組合は、営利を目的としてその事業を行ってはならないこと。（第３条第３項関係） 

   ⑷ 組合は、特定の政党のために利用してはならないこと。  （第３条第５項関係） 

  ２ 組合員の資格                          

    組合の組合員たる資格を有する者は、定款で定める個人とすること。（第６条関係） 

 二 事業 

  １ 組合の行う事業 

   ⑴ 組合は、一の１⑴の目的を達成するため、事業を行うものとすること。 

                                （第７条第１項関係） 

   ⑵ 組合は、労働者派遣事業その他の組合がその目的に照らして行うことが適当でない

ものとして政令で定める事業を行うことができないこと。   （第７条第２項関係） 

  ２ 事業従事者の人数要件 

   ⑴ 総組合員の５分の４以上の数の組合員は、組合の行う事業に従事しなければならな

いこと。                        （第８条第１項関係） 

   ⑵ 組合の行う事業に従事する者の４分の３以上は、組合員でなければならないこと。 

                                （第８条第２項関係） 

別紙３ 



2 
 

 三 組合員 

  １ 出資 

   ⑴ 組合員は、出資一口以上を有し、出資一口の金額は均一でなければならないこと。 

                           （第９条第１項及び第２項関係） 

   ⑵ 組合員の責任は、その出資額を限度とすること。     （第９条第５項関係） 

  ２ 持分の譲渡制限 

    組合員の持分は、譲渡することができないこと。        （第１３条関係） 

  ３ 労働契約の締結等 

   ⑴ 組合は、その行う事業に従事する組合員（一部の役員である組合員を除く。）との

間で、労働契約を締結しなければならないこと。     （第２０条第１項関係） 

   ⑵ 組合は、組合員（組合員であった者を含む。）であって組合との間で労働契約を締

結してその事業に従事するものが、議決権又は選挙権の行使、脱退その他の組合員の

資格に基づく行為をしたことを理由として、解雇その他の労働関係上の不利益な取扱

いをしてはならないこと。                  （第２１条関係） 

 四 設立 

   組合の設立については、準則主義によるものとし、３人以上の発起人を要すること。 

                          （第２２条から第２８条まで関係） 

 五 管理 

  １ 定款及び規約 

    定款及び規約に関する所要の規定を整備すること。（第２９条から第３１条まで関係） 

  ２ 役員、組合員監査会等 

   ⑴ 組合に、役員として理事（３人以上）及び監事（１人以上）を置くこと。 

                          （第３２条第１項及び第２項関係） 

   ⑵ 理事は、組合員でなければならないこと。       （第３２条第４項関係） 

   ⑶ 組合員の総数が一定の基準を超える組合は、外部監事（１人以上）を置かなければ

ならないこと。                    （第３２条第５項関係） 

   ⑷ ⑴にかかわらず、組合員の総数が 20 人を超えない組合には、定款で定めるところ

により、監事に代えて、理事以外の全ての組合員をもって組織する組合員監査会を置

くことができること。                 （第５４条第１項関係） 

   ⑸ その他役員、組合員監査会等に関する所要の規定を整備すること。 

                          （第３２条から第５７条まで関係） 

  ３ 総会等 

   ⑴ 理事は、各事業年度に係る組合員の意見を反映させる方策の実施の状況及びその結

果並びに就業規則の作成又は労使協定の締結等の内容を総会に報告しなければなら

ないこと。                         （第６６条関係） 

   ⑵ 組合員の総数が200人を超える組合は、定款で定めるところにより、総会に代わる

べき総代会を設けることができること。          （第７１条第１項関係） 

   ⑶ その他総会等に関する所要の規定を整備すること。 

                          （第５８条から第７１条まで関係） 
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  ４ 会計 

   ⑴ 組合は、定款で定める額に達するまでは、毎事業年度の剰余金の 10 分の１以上を

準備金として積み立てなければならないこと。      （第７６条第１項関係） 

   ⑵ 組合は、その事業規模又は事業活動の拡大を通じた就労の機会の創出を図るために

必要な費用に充てるため、毎事業年度の剰余金の 20 分の１以上を就労創出等積立金

として積み立てなければならないこと。         （第７６条第４項関係） 

   ⑶ 組合は、組合員の組合の事業に関する知識の向上を図るために必要な費用に充てる

ため、毎事業年度の剰余金の 20 分の１以上を教育繰越金として翌事業年度に繰り越

さなければならないこと。               （第７６条第５項関係） 

 六 解散及び清算並びに合併 

   解散及び清算並びに合併に関する所要の規定を整備すること。 （第２章第６節関係） 

 

第三 労働者協同組合連合会 

  労働者協同組合連合会（以下「連合会」という。）が行う事業（会員たる組合の指導、連

絡及び調整に関する事業）その他の連合会に関する所要の規定を整備すること。 

                                   （第３章関係） 

 

第四 行政庁による監督等 

 一 行政庁による監督 

   行政庁（個別の組合：都道府県知事、連合会：厚生労働大臣）による報告の徴取その他

の監督に関する所要の規定を整備すること。  （第１２４条から第１２９条まで関係） 

 二 指針 

   厚生労働大臣は、組合及び連合会の適正な運営に資するため、あらかじめ労働政策審議

会の意見を聴いた上で、必要な指針を定めるものとすること。    （第１３０条関係） 

 

第五 その他 

 一 施行期日 

   この法律は、一部を除き、公布後２年以内の政令で定める日から施行すること。 

                                 （附則第１条関係） 

 二 企業組合又はＮＰＯ法人から組合への組織変更 

   この法律の施行の際現に存する企業組合又はＮＰＯ法人は、施行後３年以内に、総会の

議決により（準則主義）、その組織を変更し、組合になることができること。 

                                 （附則第４条関係） 

 三 ＮＰＯ法人からの組織変更に係る特別な規制 

   ＮＰＯ法人から組織変更した組合は、ＮＰＯ法人時代の財産（組織変更時財産）につい

て、次に掲げる義務その他の特別な規制を受けること。 

  １ 組織変更時財産は、特定非営利活動に係る事業に該当する旨の行政庁の確認を受けた

事業によって生じた損失の補填に充てる場合のほか、使用してはならないこと。 

                                （附則第２１条関係） 

  ２ 毎事業年度終了後、組織変更時財産の額に係る使用の状況を行政庁に報告しなければ

ならないこと。                      （附則第２３条関係） 

  ３ 解散した組合の残余財産のうち組織変更時財産の残額に相当するものは、ＮＰＯ法人

等に帰属させなければならないこと。            （附則第２４条関係） 

 四 検討条項（施行後５年）その他の規定を設けること。 



労働者協同組合の組合員からの相談対応について

○ 労働者協同組合法第20条に基づき、労働者協同組合（以下「組合」という。）は、その行う事業に従事
する組合員（組合の業務を執行し、又は理事の職務のみを行う組合員及び監事（以下「役員」という。）を
除く。）との間で、労働契約を締結しなければならないこととされている。

○ したがって、原則、組合員には労働関係法令が適用されることとなる。
〇 組合と役員との関係は、委任に関する規定が適用されることとなる。

基本的な考え方

相談対応のフロー

組合員 総合労働相談コーナー等

【組合員からの相談】

※ 組合員からの相談であっても、その内容により、
役員の疑いがある場合には、詳細な事情を聴取の
上、適当な相談先を教示するなど、懇切丁寧な対
応に努めること。

別紙４

労働関係法令に関する事案 左記以外の事案
※組合の設立に関する事案など

相談内容や相談者の意向を
踏まえ、局や署等の関係機
関に取り次ぐなどの対応

都道府県主管部局や
相談支援事業を
相談先として教示

相談

※ 役員からの相談であっても、その内容により、
労働者に該当する疑いがある場合には、詳細な事
情を聴取の上、署に取り次ぐなど、懇切丁寧な対
応に努めること。

役員 総合労働相談コーナー等

【役員からの相談】

相談

各種事案

相談内容や相談者の意向を
踏まえ、裁判所や相談支援
事業等を相談先として教示



労働者協同組合都道府県担当部局一覧

電話番号（直通）

1 北海道 経済部労働政策局 雇用労政課働き方改革推進室 011-204-5354

2 青森 商工労働部 労政・能力開発課 017-734-9396

3 岩手 商工労働観光部 定住推進・雇用労働室 019-629-5584

4 宮城 経済商工観光部 雇用対策課 022-211-2771

5 秋田 産業労働部 雇用労働政策課 018-860-2334

6 山形 産業労働部 雇用・産業人材育成課 023-630-2439

7 福島 商工労働部 雇用労政課 024-521-7289

8 茨城 産業戦略部 労働政策課 029-301-3635

9 栃木 産業労働観光部 労働政策課 028-623-3217

11 埼玉 産業労働部 多様な働き方推進課 048-830-4518

12 千葉 商工労働部 雇用労働課 043-223-2743

14 神奈川 産業労働局 雇用労政課 045-210-5735

15 新潟 産業労働部 しごと定住促進課 025-280-5260

10 群馬 産業経済部 労働政策課

13 東京都 産業労働局雇用就業部 調整課 03-5320-6219

都道府県名 部局　名 課　名 備考

027-226-3402

KYMJV
テキスト ボックス
別紙５



労働者協同組合都道府県担当部局一覧

電話番号（直通）
都道府県名 部局　名 課　名 備考

17 石川 商工労働部 労働企画課 076-225-1531

産業労働部 労働政策課 0776-20-0390 窓口

地域戦略部 県民活躍課 0776-20-0237

19 山梨 産業労働部 労政雇用課 055-223-1561

20 長野 産業労働部 労働雇用課 026-235-7119

21 岐阜 商工労働部 労働雇用課 058-272-8402

22 静岡
経済産業部
就業支援局

労働雇用政策課 054-221-2334

24 三重 雇用経済部 雇用対策課 059-224-2454

25 滋賀 総合企画部 県民活動生活課 077-528-3419

26 京都 商工労働観光部 労働政策課 075-414-5088

27 大阪府 商工労働部
雇用推進室
労働環境課

06-6210-9519

28 兵庫 産業労働部 労政福祉課 078-362-4119

29 奈良 産業・観光・雇用振興部 雇用政策課 0742-27-8828

30 和歌山
商工観光労働部
商工労働政策局

労働政策課
073-441-2790
（2803）

052-954-6359

076-444-3256

18 福井

23 愛知 労働局 労働福祉課

16 富山 商工労働部 労働政策課



労働者協同組合都道府県担当部局一覧

電話番号（直通）
都道府県名 部局　名 課　名 備考

31 鳥取 商工労働部雇用人材局 雇用政策課 0857-26-7647

33 岡山 産業労働部 労働雇用政策課 086-226-7386

34 広島 商工労働局 雇用労働政策課 082-513-3411

35 山口 商工労働部 労働政策課 083-933-3210

36 徳島 商工労働観光部 労働雇用戦略課 088-621-2346

37 香川 商工労働部 労働政策課 087-832-3368

38 愛媛 経済労働部産業雇用局 労政雇用課 089-912-2502

39 高知 商工労働部 雇用労働政策課 088-823-9763

40 福岡 福祉労働部労働局 新雇用開発課 092-643-3593

41 佐賀 産業労働部 産業人材課 0952-25-7100

42 長崎 産業労働部 雇用労働政策課 095-895-2714

43 熊本
商工労働部

商工雇用創生局
労働雇用創生課 096-333-2338

44 大分 商工観光労働部 雇用労働政策課 097-506-3327

45 宮崎 商工観光労働部 雇用労働政策課 0985-26-7106

46 鹿児島 商工労働水産部 雇用労政課 099-286-3017

47 沖縄 商工労働部 労働政策課 098-866-2366

32 島根 商工労働部 雇用政策課 0852-22-5298



労働者協同組合法に係る相談支援及び周知広報等事業

○労働者協同組合制度の社会的意義、成功事例
等についてのパネルディスカッションを開催し、労
働者協同組合に対する認知度の向上を図る。

○全国７ブロック（北海道、東北、関東、中部、関西、
中国・四国、九州・沖縄）にて開催予定

・メールによる相談の受付
・相談日程の周知

・フォーラムの予約受付
・フォーラムの様子の公開等情報発信

○NPO法人、人格なき社団等

労働者協同組合法は、各人が生活との調和を保ちつつその意欲及び能力に応じて就労する機会が必ずしも十分に確保されていない現状等を踏まえ、組合員が
出資し、それぞれの意見を反映して組合の事業が行われ、組合員自らが事業に従事することを基本原理とする新たな法人組織である「労働者協同組合」につい
て、その設立、管理、その他必要な事項を定めた法律である。
当該法律は、労働者協同組合により、多様な就労の機会を創出することを促進するとともに、当該組織を通じて地域における多様な需要に応じた事業が行わ

れることを促進し、もって持続可能で活力ある地域社会の実現に資することを目的とし、令和２年12月4日に議員立法として法案成立し、同年12月11日に公布
されたもの。
労働者協同組合法は、令和４年10月に施行されることとなっており、法律の施行に向けて、組合の設立を希望する方への支援や、労働者協同組合制度の周

知・広報、その他円滑な法律の施行のために必要な事業を行うもの。

フォーラムの開催

ＷＥＢサイト

相談・申込 支援・情報発信

委託事業

趣旨・目的

労働者協同組合の法制度、
設立の手続、会計書類、税制等
についての相談、情報の検索

令和４年度予算

67百万円（新規）

別紙６

（電話相談、メール相談）

○相談員による制度、設立の手続、会計書類の作
成、税制等に関する相談者への対応

・フリーダイヤル：0120-237-297 令和４年６月開設

相談窓口


